
大学公開講座等の大学の教育サービスと市町村の生涯学習
社会教育事業との連携に関する調査」

(平成24年度調査の報告)

調査の概要

調査の目的

近年、社会の成熟化、情報化も一層進展し、地方の社会環境、生活環境、教育環境等も大きく変

化するにともない、大学に対する社会的な要請や市民の学習二ーズも多様化、高度化してきてぃる。

本学においても、このような幅広い学習要求にどのように応えるか重要な課題となっている。

このような社会的、時代的背景もあり、大学には、教育と研究に加え、社会貢献が重要な社会的

な使命として求められるようになってきている。本学も、社会貢献活動の一環として、公開講座等

の一般市民向けの教育サービスを広く地域社会に提供している。このような経緯もあり、本学の公

開講座は、一般市民が気軽に受講できる地域の重要な学習機会のーつになってきており、そのため

本センターとして、地域社会の要請や地域住民の学習要望に十分応えることのできる公開講座のあ

り方を検討する必要に至っている。

ところで、県内の教育行政の生涯学習振興、社会教育の推進は、従来、教育委員会の生涯学習、

又は社会教育の担当課が担ってきたけれど、昨今の島根県内の市町村においては、「地域振興、地

域づくり」を掲げた首長部局の地域振興の担当課が担う市町村も複数でてきてぃる。この動きにと

もなって、これまでの個々人を対象とする大学の教育サービスとしての公開講座から、地域社会の

様々な課題の解決に向けた公開講座への期待も高まってきており、今後の大学と地域との連携のあ

り方に大きく影響を及ぼしてきている。

このような地域の現状を踏まえ、大学と各市町村の生涯学習事業等との連携のあり方や、大学へ

の期待や要望などを把握し、地域の生涯学習振興に供する大学の地域貢献のあり方、また、より具

体的な公開講座等のあり方に供するため、市町村の教育委員会、又は首長部局の生涯学習振興の担

当課に調査を実施することとなった。

従って、本調査は、大学が大学の立場から一方的な思いや社会的二ーズや市民の学習二ーズの予

測からではなく、具体的な地域社会の課題や地域住民の大学への期待や希望等を把握し応えること

で、大学の地域貢献が有効に機能することが目的であるが、今回は、大学の教育サービスの改善が

目的であり、本センターの公開講座のあり方を検証し改善すること、併せて、市町村の生涯学習事

業や地域振興の事業等との連携に供することを目指している。

.

2.調査方法

①調査対象

^

調査期間

調査方法

県内19市町村の生涯学習・社会教育の主管部局担当課

※教育委員会:19市町村、首長部局担当課:4市計23市町村担当課

平成24年12月20日~平成25年1月31日

郵送調査法

12月21日に県内19市町村の生涯学習・社会教育の主管部局担当課にアンケート調査

票を郵送し、翌月の1月18日を締切日として調査票を記入後、郵便での返送を依頼

した。

※平成24年1月31日付で、未回収の市町村の担当課へ催促状を送付

※平成24年2月13日、未回収の市町村よりアンケートの回答票を受付

標記の19市町村の生涯学習・社会教育の主管部局担当課(教育委員会:19市町村、

首長部局担当課:4市町村)の内、16市町村の教育委員会と3市の首長部局担当課

から回答を回収した。

回収数:19 (市町村) (回収率 82.6%)

有効回答数:19 (市町村)

)回収結果
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調査項目

(1)住民対象の学習機会の提供について

(主催事業、共催事業、大学との連携事業等)

②地域における大学の役割

(3)生涯学習事業に係わる市町村と大学との連携のあり方

④島根大学の公開講座等の社会貢献への要望や感想

Ⅱ調査の結果と考察

前項の調査方法に記載した通り、島根県内19市町村の内18市町村から回答いただいた。その内訳は、

教育委員会からの回答が16市町村、首長部局からの回答が3市からであった。本章では、これらの回

答データをもとに地域の生涯学習・社会教育事業の実態を分析しながら、大学の公開講座等の教育サー

ビスをはじめとする大学の様々な教育・研究資源に対して、どのようなことが期待され、求められて

いるのか、また、どのような連携が期待されているのか分析を行い、以下にまとめる。

回答者の属性

)生涯学習事業の担当課

回答者の属性は、表1-1のとおり、教育委員会が16市町村、 84.2%であり、首長部局が3市、

15.8%であった。なお、回答をした担当課の内訳は、教育委員会では生涯学習課(6)、社会教育

課②、市民学習課①、地域共育課(1)、教育課③、社会教育担当(3)の16市町村教育委

員会、首長部局では、地域振興課(1)、市民活動支援課(1)、まちづくり推進課(1)の 3市で

あった。なお、教育委員会と首長部局の両方から回答を得られた市が1市あることから、回答を

得られたのは、県内19市町村の内、 18市町村である。

n11】

【問り

【問 5 】

【問 9 】

【問 3 】

表1-1

【問 8 】

教育委員会

首長部局

合計

回答者の属性

度数

16

3

19

%

84.2

15.8

100

住民を対象とした学習機会の提供
'」1モ ;

1)担当部局が単独で開催する生涯学習関連事業【問1】

回答を寄せた市町村の教育委員会16組織、首'長部局3組織の計19組織の内、15市町村の組織が

単独で生涯学習関'連事業を.行ってお叺 4つの組織が未実施の状況にあった。その組織別の内訳
は、教育委員会M組織の内ゞ.13組織が生涯学習関連事業を実施しており、 3組織が実施していな
かっ.た。同様に、首長部局の.3組織についズは、 2組織が実施しており、 1組織が実施していな

かった。(表 1-2 ・表 1-3 参照)

図1-1 回答者の属性

教育委員会
84.2 q'0

部局

5.89'0
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表1-2

表1-3 単独開催の生涯学習関連事業の組織別実施状況

項目 ある 合計よし、

度数%度数%度数%

教育委員会 13 813 3 18.8 16 100

合計 首長部局 2 667 1 333 3 100

合計 15 78.9 4 21.1 19 100

次に、生涯学習関連事業を実施している15市町村の年問の事業実施数にっいては、年間6本以

上実施している市町村組織は8組織(533%)あり、年間 1~3本しか実施してぃない市町村組
織は 7組織(46.6%)であった。(表 1-4 図 1-2参照)さらに、 15市町村の実施してぃる生涯
学習関連事業の年間実施数の組織別の内訳をみると、教育委員会では、 1事業が2組織、 2事業
が2組織、 3事業が3組織で、 6事業以上の組織が6組織となってぃる。一方、首長邦局の2つ

の組織は、両者とも6事業以上実施しており、活発に生涯学習関連事業に取り組んでぃることが
推察される。(表 1-5、図 1.3 参照)

表1-4 単独開催の生涯学習関連事業数

項目 度数%

133

133

20

単独開催の生涯学習

関連事業の実施状況

度数%

78.915

4 21.1

19 100

ある

ない

^

1本

2本

3本

4本

5本

6本以上

合計

表1-5

図1-2 単独開催の生涯学習関連事業数

単独開催の生涯学習関連事業の組織別年間事業数

1本 2本 3本 4本

教育委員会

15

533

100

首長部局

度数

%

度数

%

度数

%
合計

2

15.4

1本
13.39'

2本
13.39'0

3
20.oqo

2

15.4

13.3

教育委員会

3

23.1

0

133

図1-3 単独開催の生涯学習関連事業の組織別年問事業数

首長部局

2

5本

5

2

20

2

6本以上

6

462

2

100

8

533

3

10

合言十

13

100

2

100

15

100

15 1本

2本

■3本

匿6本以上
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2)担当部局が他の組織・団体等と共催する生涯学習関連事業【問2】

教育委員会16組織、首長部局3組織の計19組織の内、16市町村の組織が他の組織'団体等と共
催で生涯学習関連事業を行っており、 3つの組織が実施していなかった0

その組織別の内訳は、教育委員会16組織の内、 14組織が生涯学習関連事業を実施しており、 2

組織が実施してぃなかった。同様に、首長部局の3組織にっいては、 2組織が実施しており、 1
組織が実施していなかった。(表1-6 ・表1-7参照)

表1-6 共催の生涯学習関連

事業の実施状況

度数 %

84.216

15.83

10019

ある

ない

項目

合計

12.5

次に、他の組織・団体等と共催で生涯学習関連事業を実施している16市町村の年間の事業実施
数にっいては、単独開催の事業の実施状況とは異なり、年間6本以上実施している市町村の組織
は3組織(18.8%)に減少したが、逆に年問 1~3本を実施した市町村は大幅に増加い2組織

(75.0%)となっている。(表 1-8、図 1-4 参照)

表1-フ 共催の生涯学習関連事業の組織別実施状況

ないる

度%度数 %

12.587.5 2

33366.7 1

15.884.2 3

教育委員会

首長部局

合計

表1-8

項目

1本

2本

3本

4本

5本

6本以上

合計

共催の生涯学習関連事業数

度数%

37.5

12.5

25

0

63

18.8

100

度

H

2

16

5本 合計

14

100

2

100

16

10025

表1-9

6本

1

フ.1

2

100

3

18.8

教育委員会

他の組織等と共催の生涯学習関連事業の組織別事業数比較

4本3本本1本

首長部局

度数

%

度数

%

度数

%

104 島根大学生涯学習教育研究センター年報

合計

^

5本
63ψ0

6

42.9

図1-4 共催の生涯学習関連事業数の分布
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さらに、他の組織・団体等と共催の生涯学習関連事業を実施している16市町村の組織別の内訳

をみると、教育委員会組織では、 1事業実施が6組織、 2事業が2組織、 3事業が4組織と増加
し、 6事業以上を実施している組織は1組織と大きく減少している。一方、首長部局の2組織は

6事業以上実施しており、単独開催の場合と同様に活発な活動状況が伺える(表1_9参照)
また、単独開催と他の組織・団体等との共同開催の実施状況にっいて、教育委員会組織の状況

を分析すると、単独・共催の実施形態で年間事業数に大きく差異が出てぃることが明らかになっ

た0 (表1・10、図 1-5参照※首長部局は、同じ 2組織が単独・共催の実施形態の両方で6本以

上事業を実施していることから比較分析はしてぃなし→

比較の結果、単独事業では、 6本以上の事業を実施している市町村組織は半数近い46.2%に達

しているが、共催事業では6本以上実施している市町村組織は1つであり、逆に1本しか事業を

実施していない市町村組織は6組織と4割を超え、 42.9%に達してぃる。この結果を勘案してみ

ると、市町村教育委員会の生涯学習関連事業は、他の組織・団体等と共同開催を実施する場△

何らかの阻害的要因が生じて、事業数が増えていないのではないかと推察される。今後、本学と

市町村との協働的連携を推進していくにあたっても、この阻害的要因を明らかにしてぃく必要が
ある

表 1-10

教育委員会

市町村教育委員会の生涯学習関連事業の単独

1本 2本 3本

首長部局

度数

%

度数

%

度数

%
計

2

15.4

6

42.9

6

37.5

2

15.4

2

143

2

12.5

09'0

単独開催

3

23.1

4

28.6

4

25

共同開催別の事業数比較

4本 5本 6本

109、0 209'0

共同開催

1本

15.4

30qo

2本

15.4

409'0

6

462

フ.1

3

18.8

図1、5

1本 42.9 %

509'0

合計

13

100

14

100

16

100

3

市町村の生涯学習関連事業の単独・共同開催別の事業数比較

23

609,'0 70qo 809'0

2本

14.3

909、0 1009'0

3 28.6
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③生涯学習関連事業を共同開催する場合の他の組織・団体等について

前項の調査より、回答市町村の84.2%にあたる16市町村の組織が生涯学習関連事業を共同開催

で行ってぃることが明らかになった。その共催の組織・団体の中で、最も多いのが社会教育関係

団体で43.8%を占めてぃる。次点は、同じ市町村の首長部局との共催で37.5%の比率となってい

る。 3番目は県行政・機関(教育委員会等)および民間企業・商工会議所等組織が313%で続い

てぃる。共催相手としては、県や同じ市町村内の行政組織、地元の社会教育関係団体や民間企業・

商工会議所等の日常的に連絡調整の取りゃすい身近な組織が中心となっている。一方、大学等の

高等教育機関との連携は、市町村4組織と少なく、 25.0%の比率となっている。今後の市町村と

様々な分野で連携を拡大していくためにも、共同開催事業が少ない理由にっいての原因分析を進

めていく必要がある。

表1-11 共催相手の機関・団体(N

共催の組織・団体名

貴市町村長部局

貴市町村の教育委員会

貴市町村の社会教育施設

貴市町村の小中学校

近隣の高等学校

大学・短大・高専

近隣の市町村(教育委員会を含む)

県行政・機関(教育委員会を含む)

社会教育関係団体

NP0等民間団体

民問企業・商工会等組織

その他

=16 M.T.=262.5)

度数 %

37.56

12.5

12.5

18.8

63

25

18.8

313

43.8

18.8

313

63

100合計(回答総数)

(回答者数)

31.

貴市町村長部局

貴市町村の教育委員会

貴市町村の社会教育施設

貴市町村の小中学校

近隣の高等学校

大学・短大・高専

近隣の市町村(教育委員会を含む)

県行政・機関(教育委員会を含む)
社会教育関係団体

NP0等民間団体

民間企業・商工会等組織

その他

4.8

106 島根大学生涯学習教育研究センター年報
^

10

図1-6

20

共催相手の機関・団体

12.

12.5

18.8

30

.3

40 50
(%)

フ.5

2

18.8

.3

18.8

31.

2
 
2
 
3

4
3
5
7
3
5
1
 
2
 
6

4
 
1



)市町村組織と大学との間の共催事業や協力関係にっいて【問3】

前項より、市町村組織の84.2%にあたる16組織が生涯学習関連事業を他の組織・団体と共同開
催で行っていることが明らかになったが、その共催の内容にっいて、大学との関係を軸に、貝体
的な共催事業や協力関係について回答を求めた。(表1-12)

下記の表1-12のとおり、教育委員会の組織と大学との関係の特徴は、共催事業、連携事業が

多く実施されているが、基本的に、青少年対象の事業が多いことが分かる。一方、首長部局の方
は、 3組織の内2つの組織の共催事業、連携事業の内容は、大人対象の事業であり、教育委員会

との違いが表れている。また、その他、教育委員会の特徴として、多くの事業において、大学に

講師派遣を求めていること、また、大学の近い市では、大学の教員を各種委員として依頼してぃ
ることが見受けられる。

表1-12 市町村組織と大学との間の共催事業や協力関係の記述一覧

A市 0共催事業:ジュニア教室、科学教室、宇宙学校等親子体験学習への講師派遣

0講師派遣:市民大学への講師派遣。児童クラブ、子ども広場等関係者対象に研修会
への講師派遣。

0各種委員:各種審議会、委員会の委員

B市 0共催事業:放送大学と共催事業

0情報提供:県大学生と公民館や学校等とのかかわりに関する情報提供

C市 0連携事業:大学等と連携した新たな子育て支援(中学生の学習支援)

D市 0連携事業: D市S地区公民館(56旬によるプレーパーク事業、運営スタッフとし
て大学生の協力をいただいている。

0連携事業:中学3年生対象のキャリアアップワークショップ「幸雲南塾 inさんべ」
E市 やE市教育フェスティバルで運営スタッフとして大学生に参加してぃた

だいている。

F町 0講師派遣:広島工業大学とF町理科クラブ等への講師派遣、助言。

G村 0共催事業:島根県立短期大学講座

H市 0共催事業:大学や県の機関との共催講座にっいては、主に広報.受付.進行などの

協力であり、企画は大学等の主導で進むことが多い。(医療・農業・金
融等)

1市 0連携事業: Y子供探検隊(青少年育成事業)、島根大学教育学部の学生さん aooo
時間体験学習)にスタッフとして参画してもらい、事業の一画を担って
もらっている。

0共催事業:松江高専「ロボットエ作教室」を共催で実施。

^

K市 0連携事業

※アルファベツトの名称は、実際に記入していただいた市町村名とは関係ありません。

※共催事業:役割分担、責任の所在が明確で、両者が主催事業として扱える。共同開催。
※連携事業:一方が主催者で、両者の役割分担は明確だが、もう一方が協力.支援する。

京都造形芸術大学とK市との連携協力に関する協定書(平成23年8月13

日締結)平成26年3月31日まで(1年問有効期間延長付)

<平成24年度>京都造形劇術大学まちづくりプロジェクト「温泉津芸大
交流企画」温泉津町内フィールドワーク、郷士料理
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2.生涯学習事業に係わる市町村と大学の連携について
①生涯学習事業の推進に係わる市町村と大学との連携で期待すること【問4】

地域の生涯学習事業を推進するにあたって、大学と連携して実施することで期待する事柄は何
かとの問いに、およそ8割近い市町村が「市町村の事業の講師・助言者として協力」(78.9%)
を選択しており、事業実施における講師、指導者等の人的協力が一番期待されていることが明ら
かになった。(表・図 2-1参照)

2番目には選択値が同じポイント数の項目が2点あり、ーつ目は「学生や留学生と地域との交
流活動の推進」(73.フ%)で、 1番目と同じ大学の人的協力への期待である。しかし、事業の講
市.指導者等ではなく、住民と同じ参加者としての立場で「学生や留学生」による人的協力であ
る。この項目の質問上の記載は「学生や留学生と地域社会、地域住民との交流活動、交流学習の
推進」であり、まさに「住民と学生・留学生との交流」を期待されていることが分かる。

もうーつは「地域課題に対応した公開講座の地方開催」(737%)で大学の公開講座への期待
であり、地域の学習機会の量的拡大と普段と異なる講座内容への期待があるものと推察される。
2番目に選択された 2つの項目はともに7割を超える市町村から選択されている。なお、 4番目
には「地域諸課題への学生・教職員と協働の取組」(57.9%)が選択されている。この項目の質
問上の記載は「地域の生活・教育・防災・環境など共通課題に学生・教職員と協働して取り組む」
であり、地域の様々な課題解決に向けて大学生・教職員の全学的な人的協力が期待されているこ
とが分かる。

以上の4項目が50%以上の選択比率の項目であるが、大学の「教職員と学生・留学生を合わせ
た人的資源」と「高度で多様な公開講座等の大学の教育サービス」への期待の大きさが明らかに
なった。また、その他の項目の選択比率も高く、平均6つ近くの項目を選択してことからも、
学への期待の大きさと期待の内容的な広がりが推察される結果となっている。

表2-1 生涯学習事業の推進に係わって大学との連携で期待する事柄

合計首長部局教育委員会
項目

度数 %度数%度数%
47.41)住民向けの公開講座・講演会等の開催 93338 50.0

36.872)中・高校生対象の講演会・セミナー開催 33337.56

73.フN3)地域課題に対応した公開講座の地方開催 2 66712 75.0

78.94)市町村の事業の講師・助言者として協力 3 100.0 1512 75.0

2635)市町村の各種委員会委員として協力 3334 25.0

42.13336)最新の教育情報・動向に係る情報提供 7 43.8

31.6フ)生涯学習推進に係る各種の相談への対応 333313 15

2633338)資格や免許を認定する講習の開催 4 25.0 1

73.フ9)学生や留学生と地域との交流活動の推進 3 100.068.8Ⅱ

57.910)地域諸課題への学生・教職員と協働の取組 33310 62.5

47.411)地域学習事業の大学との共同開発・実施 3338 50.0

36.812)生涯学習振興に係る意識・実態調査の協力 3336 37.5

530.006313)その他
584.211117 566.フ94 587.5

19316

100
(%)

合計(総回答数)

(回答者数)

住民向けの公開講座・講演会等の開催

中・高校生対象の講演会・セミナー開催

地域課題に対応した公開講座の地方開催

市町村の事業の講師・助言者として協力

市町村の各種委員会委員として協力

最新の教育情報・動向に係る情報提供

生涯学習推進に係る各種の相談への対応

資格や免許を認定する講習の開催

学生や留学生と地域との交流j舌動の推進

地域諸課題への学生・教職員と協の取組

地域学習事業の大学との共同開発・実施

生涯学習振興に係る識・実態調査のt窃力

その他

7

78.9
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②市田村が大学との連携で実施、実現が可能な事項【問5】
市町村の生涯学習振興や社会教育の推進に係わる事業等で、大学と連携することによってどの

ようなことが実現可能か、実施できるのかとの問いに、全ての市町村が「3)市町村講座講師に
大学教職員を依頼」 aoo%)を選択している。全ての市町村が選択したことは、従来から、市町
村が自前の講座に大学の教員を講師依頼するということをこれまでも行ってきたことがその背景
にあるものと推察され、市町村の講座事業では取り牲卜かり易いことと認識されてぃるものと思わ
れる。(表・図 2-2 参照)

次には、「施設の提供と公開講座・講演会の実施」(632%)が選択され、さらに 3番目には、
「大学講座を広報紙や放送等で広報」(52.6%)が選択されてぃる。 2番目、 3番目に選択された
項目は、両方とも、大学が当該市町村で公開講座等の生涯学習事業を実施する場合には、このよ
うな協力ができるということを示している。さらに、前述の3番目と同じ選択値で「市町村職員
研修講師に大学教職員を依頼」(52.6%)が3番目の項目として選択されてぃる。これら1番目と
3番目の項目は、両方とも、市町村の学習講座や職員研修等の講師に大学の教職員を依頼するこ
とができるという大学の人材活用の連携といえるものであるここまでが選択比率が50%以上の
項目で、且っ上位に選択された項目であるが、これらの項目内容は、従来からの地域との連携
協力関係の中でも行われてきた形態であり、市町村側にも理解があるので、今後は、連携を軸に
協働的連携事業や共同開催事業へと発展させていく必要がある。

また、下位の項目にっいては、 6)の新たな生涯学習事業を興したり、フ)の地域の実態調査等
の新たな事業や、 5)職員を大学の研修に派遣する等については、大学との連携の取組みとして
は、かなり厳しいものがあると推察されるが、大学との連携関係を構築し、継続してぃく中で市
町村の理解と協力体制を構築し協働で推進していく必要がある

表2-2 大学との連携で実施が可能な事項

])施設の提供と公開講座・講演会の実施

2)大学講座を広報紙、放送等で広報

3)市町村講座講師に大学教職員を依頼

4)市町村職員研修講師に大学教職員を依頼

5)大学の研修に市町村職員を派遣

6)大学と共催で生涯学習関連事業を実施

フ)生涯学習等に係る調査を大学と協力・実施

8)その他

事項
教育委員会

度数 %

10 62.5

8 50.0

16 100.0

8 50.0

3 18.8

6 37.5

6 37.5

0 0.0

57 3563

16

合計係急回答数)

(回答者数)

施設の提供と公開講座・講演会の実施

大学講座を広報紙、放送等で広報

市町村講座講師に大学教職員を依頼

市町村職員研修講師に大学教職員を依頼

大学の研修に市町村職員を派遣

大学と共催で生涯学習関連事業を実施

生涯学習等に係る調査を大学と協力・実施

その他

首長部局

度数%

2 66.フ

2 667

3 100.0

2 66.フ

1 33.3

66.フ

66.フ

0.0

14 466.フ

度数%

12 632

10 52.6

19 100.0

10 52.6

21.1

42.1

42.1

0.0

373.フ

△き十

図2-2
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)市町村が大学との連携を実施する場合に必要な条件、重要な点【問田

市町村が大学と連携して生涯学習事業を実施する場合に必要な条件、重要な点は何かとの問い

に対しては、表2-3の回答となった。上位に選択されたのは、「1)教職員の専門分野に関する

情報」(789%)と「3)講師謝金や旅費に関する情報」(68.4%)が1位、 2位に挙げられている。

次が、「4)問合せ・キ丁合せ窓口に関する情報」(52.6%)と「5)大学と地域とが情報交換をする

場や機会」(52.6%)で同じポイントの選択となっている。

前項の質問で、「市町村が大学と連携して可能な事項」として、全ての市町村が選択したのが

「大学の教職員への講師等の依頼」であったが、実際に連携して事業を計画する場合には、この

「講師に関する情報」は必要不可欠となってくる。この点からも上位1位2位に選択された 1)と

3)の項目の妥当性が強いといえる。また、連携事業を計画する段階で、大学の「問合せ・打合

せ窓口の情報」や「大学と地域との情報交換」は計画推進に必要不可欠な条件であると推察され

る(表・図 2-3 参照)

表2-3 連携に必要な条件・重要な事項

1)教職員の専門分野に関する情報

2)教職員の講師・助言者等の経験情報

3)講師謝金や旅費に関する情報

4)問合せ・打合せの窓口に関する情報

5)大学と地域とが情報交換をする場や機会

6)事業実施の大学と市町村の役割の明確化

フ)その他

事項

合計(総回答数)

(回答者数)

教育

度数

12

8

Ⅱ

教職員の専門分野に関する清報

教職員の講師・助言者等の経験情報

講師謝金や旅費に関する情報

問い合わせ・打合せの窓口に関する情報

大学と地域とが情報交換をする場や機会

事業実施の大学と市町村の役割の明確化

その他

員会

%

75.0

50.0

68.8

50.0

50.0

37.5

0.0

3313

首長部局

度数%

3 100.0

1 333

2 66.フ

2 66.フ

2 667

2 667

0.00

12 400.0

3

合言十

度数

15

9

13

10

10

脇

図2・3

%

78.9

47.4

68.4

52.6

52.6

42.1

0.0

342.1

連携に必要な条件・重要な事項
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)市町村における大学の公開講座、講演会等の開催が及ぽす地域への影響【問7】
市町村と連携して大学が公開講座や講演会等を地域で開催する場合、地域社会や地域住民へど

のような効果が期待されるかとの質問に対する回答は表2-4のとおりであった。上位に選択さ
れたのは、「1)住民の自己啓発や自己実現を図れる」(89.5%)とほぼ9割の市町村組織が選択
している。この項目の質問上の記載は「住民の学習二ーズに応え、住民の自己啓発や自己実現を
図れる」であり、多様化している住民の学習二ーズへの対応に期待の高いことがこの選択値の高
さに現れたものと推察される。(表・図2-4参照)

上位2番目は、「3)住民の学習活動の広がりに活かせる」(73.フ%)で市町村組織の 7割以上
が選択している。それら市町村組織の大部分が項目1)を選択し、 2)も続いて選択してぃる ^

、^

のことは、住民の学習二ーズに応えるとともに、その文脈で、学習活動が地域に広がってぃくこ
とを担当課として期待している回答と推察される。

3番目には同じポイントで2つの事項が選択されている。ーつ目は「2)住民の健康管理、ス
ポーツに活かせる」であるが、この項目の質問上の記載は「住民の健康管理、体力づくり、スポー
ツ活動に活かせる」であり、住民一人ひとりが自分の健康に関心を持ち、住民自らが健康管理に
取り組むことを担当課として期待している。二っ目は「4)自治会や各種団体等の活動に活かせ
る」であり、前述の「地域での学習活動の広がり」への期待と同様に、大学の公開講座等をきっ
かけに、住民の地域活動が活性化することを期待していると思われる。

その他の項目も、地域でのボランティア活動やネットワークづくり、青少年の見識を高め、地
域や自分の将来に関心を持たせること等の項目が5割近い市町村の組織から選択されてぃる。こ
のように公開講座等を地域で実施することによって、幅広く地域住民や地域社会に影響を与え、
地域づくりゃ地域活性化に結ぴつくことを期待してぃると推察される。

表2.4

項

1)住民の自己啓発や自己実現を図れる

2)住民の健康管理、スポーツに活かせる

3)住民の学習活動の広がりに活かせる

4)自治会や各種団体等の活動に活かせる

5)ボランティア等社会貢献活動に活かせる

6)住民の地域ネットワークづくりに活かせる

フ)専門的知識や技術の習得と仕事に活かせる

8)青少年が自分の将来や地域社会に関心を持っ
9)特にない

10)その他

大学の公開講座等の開催に期待できること

教育委員会

度数 %

15 93.8

9 56.3

11 68.8

9 563

7 43.8

7 43.8

8 50.0

7 43.8

0 0.0

0 0.0

73 4563

16

合計(総回答数)

(回答者数)
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住民の自己啓発や自己実現を図れる

住民の健康管理、スポーツに活かせる

住民の学習活動の広がりに活かせる

自治会や各種団体等の活動に活かせる

ボランティア等社会貢献活動に活かせる

住民の地域ネットワークづくりに活かせる

専門的知識や技術の習得と仕事に活かせる

青少年が自分の将来や地域社会に関心を持っ

特にない

その他

首長部局

度数%

2 667

2 667

3 100.0

2 667

2 667

2 66.フ

1 333

2 66.フ

1 333
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)大学の公開講座、講演会等に期待する内容【問田
市町村で開催される大学が公開講座や講演会等にっいて、どのような内容に関心があるのかと

の問いに対して、表2-5 の結果であった。一番関心のある項目は、「6)青少年に係る教育問題
を理解する」(84.2%)と「9)地域づくりゃボランティア活動の理解」(842%)の 2つで、 8割
を超える高い選択値であった。これらの項目は住民個人の学習二ーズと言うより、「地域づくり
「地域の教育力」「家庭教育」「地域福祉」等の地域の課題に係わるような内容であり、今日、王
国の多くの市町村が抱えている地域全体で取り組むべき課題となっている。(表・図2-5参照)
また、次には「2)歴史・語学・考古学等教養を高める」(632%)と「3)社会の諸問題や国

際関係等の理解」(63.2%)の 2項目が2番目に高い比率で選択され、続いて、「5)個人の生活
課題を理解する」(52.6%)が5番目の高い比率で選択されている。これら 2)3)5)の項目の内
容は、個人の学習課題に該当するものであり、住民一人ひとりが「教養を高め、今日の社会の課
題、生活の課題を理解する」など自己啓発の学習内容となっている。ここまでの項目が5割以上
の上位の選択比率の項目となっている。

このように上位1・2番目に選択された項目の内容は、地域全体で取り組むべき課題を示して
おり、次点の3・4・5番目に選択された項目は、住民一人ひとりが個人の自己実現を目指して
取り組むべき内容の項目となっている。また、選択比率が5割以下の項目にっいては、大部分が
個人の取り組む課題に係わる内容の項目となっている。

これらのことから、大学の公開講座、講演会等に期待されることとして、個人の学習二ーズに
対応することも大事であるが、地域社会、地域住民全体が係わる課題に取り組むことを期待して
いると考察される。

表2-5 大学の公開講座、講演会等に期待する内容

事項

1)音楽・美術・陶芸等の趣味を深める
2)歴史・語学・考古学等教養を高める
3)社会の諸問題や国際関係等の理解
4)健康管理の最新知識を学ぶ

5)個人の生活の課題を理解する

6)青少年に係る教育問題を理解する
フ)1T社会・技術に関する学習

8)スポーツ・レクリエーション活動
9)地域づくりゃボランティア活動の理解
10)職業上の知識・技能

Ⅱ)農業・園芸等に関する知識・技術
12)その他

教育委員会

数%

3].35

10 62.5
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43.8
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31.3

313

13 813
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313

0.0
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個人の生活の課題を理解する

青少年に係る教育問題を理解する

IT社会・技術に関する学習

スポーツ・レクリエーション活動

地域づくりやボランティア活動の理解

職業上の知識・技能

農業・園芸等に関する知識・技術
その他
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3
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⑥大学の公開講座等の社会貢献についての要望や感想

下記の表のとおり、 4町から要望や感想をいただいた。 4町とも大学から遠く、日常的に交流

できる距雜にはないが、今後、広域的に地域貢献活動を展開していく計画もあり、現場からの意

見として活用させていただく。以下に、ポイントをまとめる(表・図 2-6参照)

①情報発信の工夫:大学から地域への情報発信が少ない。周知の方法に問題がある。

②連携対象の拡大:市町村行政以外、地域の各種団体・組織と連携対象を広げる

③継続した連携関係:連携を組織的に行うことで、協働的、継続的な事業を展開する

表2-6 大学の公開講座等の社会貢献への要望や感想

A町①大学の地域への情報発信が少ないように感じる。もしくは周知の方法に問題がある
ように思う。

②県市町村等の公共団体をはじめ、各種団体・組織とのさらなる連携が必要である。

B町①公開講座等の遠隔地開催の可能性があることは活用したい思う。と同時に、小さな

町にとって、様々な事業、様々な団体との連携が多くなると、それに拘束された形

で活動しているものもあることも実態です。

他部局の事業も含め、整理して取り組む必要性も感じてぃます。

C町①情報提供

②機動力

D町 ①単発の講演会講師もありがたいですが、継続した取組(連続講座、研究、協働など)
においての専門的かつ高度な大学の知と、学生の活力はとても魅力的に感じます。

②しかし、 D町からは遠方の大学というイメージが強く、また、旅費等出費が懸念さ

れるのも現実です今後も、事業検討の際等では、重要な組織として位置づけてぃ
きたいと思、います。

※アルファベツトの名称は、実際に記入していただいた市町村名とは関係ありません。

Ⅲ調査のまとめ

生涯学習振興や社会教育に係わる施策は、従来、教育委員会の生涯学習、社会教育担当課が担って

いたが、近年、島根県内では「地域振興、地域づくり」を所掌する首長部局の地域振興等の担当課が

担う市も複数出てきている。このことは、個人の学習二ーズに応えることが中心であった大学の教育

サービスとしての公開講座等も、これまで以上に地域の様々な課題の解決に向けナ,公開講座の形態へ

の期待も高まってきており、今後の大学と地域との連携のあり方にも大きく影響を及ぼしてきてぃる。

このような地域の現状を踏まえ、大学と市町村の生涯学習事業等との連携のあり方や、大学への期待

や要望などを把握し、大学の地域貢献、また、具体的な公開講座等のあり方を検討することを目的に

本調査を実施してきた。以下の本調査をまとめることとする。

生涯学習事業の担当課及ぴ事業実施状況

今回の調査で、回答をいただいた市町村の生涯学習事業の担当は、教育委員会が16市町村、首長

部局が3市となっている。また、部局内の担当課にっいては、教育委員会では、生涯学習課(6)、

社会教育課(2)、市民学習課(1)、地域共育課①、教育課③、社会教育担当③であり、首

長部局では、地域振興課(1)、市民活動支援課(1)、まちづくり推進課(1)となってぃる。生涯

学習事業の内容の広がりと同様に、担当課の呼称も多岐にわたってぃることが明らかになった。

次に、生涯学習事業は全体としては多くの事業が実施されてぃるが、単独開催と他の組織.団体

等との共同開催の実施状況を比較すると、首長部局の担当課は、単独開催でも、共同開催でも両方
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とも6事業以上実施しているのに対して、教育委員会の担当課は単独開催では6事業以上実施が6

市町村あったが、共同開催だと1市町村に減ってしまう。この点について、市町村教育委員会の生

涯学習事業は、他の組織・団体等と共同開催を実施する場合、何らかの阻害的要因が生じて、事業

数が増えてぃないのではないかと推察される。今後、本学と市町村の教育委員会との協働的連携を

推進していくにあたっても、この点を留意しながら連携関係を構築する必要がある。

市町村が生涯学習事業を共同開催する組織・団体等について

回答した市町村の84.2%にあたる16市町村の組織が生涯学習関連事業を共同開催で行っているこ

とが明らかになったが、最も多いのが社会教育関係団体で43.8%を占めている。次は、同じ市町村

の首長部局で375%、県行政・機関(教育委員会等)および民間企業・商工会議所等組織が313%

で続いてぃる。共催相手としては、同じ行政組織、地元の社会教育関係団体や民間企業・商工会議

所等の日常的に連絡調整の取りゃすい身近な組織が中心となっている。

一方、大学等の高等教育機関との連携は、市町村の4組織と少なく、 25.0%の比率となっている。

大学と市町村との関係は、人的交流や情報交換が日常的に行われていないことも大きな要因かもし

れないが、今後の市町村と様々な分野で連携を拡大していくためにも、共同開催事業が少ない理由

についての原因分析を進めていく必要がある。

大学と市町村との連携した事業については、連携の現状を市町村側に記載してもらった結果をま

とめると、教育委員会の組織と大学との連携事業の特徴は、共催事業、連携事業が多く実施されて

いるが、基本的に、青少年対象の事業が多いことが分かる。一方、首長部局の方は、 3組織の内2

つの組織の共催事業、連携事業の内容は、大人対象の事業である。また、その他、教育委員会の特

徴として、多くの事業において、大学に講師派遣を求めていること、また、大学の近い市では、大

学の教員を各種委員として依頼していることが明らかになった。

3.生涯学習事業に係わる市町村と大学の連携について

Ⅷ生涯学習事業の推進に係わる大学との連携で期待すること

地域の生涯学習事業を推進に係わって、大学との期待することは、およそ8割近い市町村が

「市町村の事業の講師・助言者として協力」(78.9%)を選択しており、事業実施における講師、

指導者等の人的協力が一番期待されていることが明らかになった。

また、「学生や留学生と地域との交流活動の推進」(737%)も2番目の選択比率であり、住民

と学生・留学生との交流も期待されていることが分かる。その他「地域の生活・教育・防災・環

境など共通課題に学生・教職員と協働して取り組む」(57.9%)も選択比率が高く、地域の様々

な課題解決に向けて大学学生・教職員の全学的な人的協力が期待されていることが分かる。

人的協力以外には「地域課題に対応した公開講座の地方開催」(73.フ%)が期待されており、

公開講座の地域開催によって、地域の学習機会の量的拡大と普段と異なる講座内容への期待があ

るものと推察される。

以上の4項目が50%以上の選択比率の項目であり、大学の「教職員と学生・留学生を合わせた

人的資源」と「高度で多様な公開講座等の大学の教育サービス」への期待の大きさが明らかになっ

た。

)市町村が大学との連携でなにが可能となるのか

市町村が事業等で大学と連携することで、実現可能のことにっいて、全ての市町村が「市町村

講座講師に大学教職員を依頼」(100%)をあげている。次に「施設の提供と公開講座・講演会の

実施」(63.2%)、さらに「大学講座を広報紙や放送等で広報」(52.6%)があげられている。これ

らは、大学が当該市町村で公開講座等の生涯学習事業を実施する場合には、このような協力がで

きるということを示している。
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③市町村が大学との連携に必要な点

市町村が大学と連携して事業を実施する場合に必要な点は、講師に関する情報で「教職員の専
門分野に関する情報J(789%)と「講師謝金や旅費に関する情報」(68.4%)があげられてぃる。
次が「問合せ'打合せ窓口に関する情報」(52.6%)と「大学と地域とが情報交換をする場や機
会」(52.6%)があげられている。実際に連携して事業を計画する場合には、この「講師に関す
る情報」は必要不可欠となってくる。この点からも上位 1位2位に選択された 1)と3)の項目の
妥当性が強いといえる。また、連携事業を計画する段階で、大学の「問合せ.打合せ窓口の情報」
や「大学と地域との情報交換」は計画推進に必要不可欠な条件であるといえる。

④大学の公開講座、講演会等の地域開催が及ぽす影響

大学が公開講座や講演会等を地域で開催することで、「住民の自己政発や自己実現を図れる」
(89.5%)と「住民の学習活動の広がりに活かせる」(737%)と市町村組織が示してぃる。また、

「住民の健康管理、体力づくり、スポーツ活動に活かせる」(57.9%)や「自治会や各種団体等の
活動に活かせる」(57.9%)も高い比率で選択されており、大学の公開講座等をきっかけに、住
民の地域活動が活性化することが期待さてぃる。

)大学の公開講座、講演会等に期待する内容

市町村で開催される大学が公開講座や講演会等にっいて、関心のある内容は、(質問紙の表記)
「教育問題を理解する(心理、食育、人権、青少年教育、虐待・家庭内暴力など)」(84.2%)と
「社会的活動(地域づくり・ポランティア活動・福祉活動など)」(84.2%)の2つが高い比立で選
択されている0 この2点は、全国の多くの市町村が抱えてぃる地域全体で取り組むべき課題であ
り、専門的領域が含まれている。

また、「教養を高める(宗教・思想・文学・歴史・語学・老古学等」(632%)と「社会.時事
問題を理解する(社会経済・国際関係・環境問題・エネルギーなど)」(632%)、「生活の課題を
理解する(消費者問題・年金・介護・保険・料理など)」(52.6%)も高い比率で選択されてぃる。
これらの内容は、個人の学習課題に該当するもので、住民一人ひとりが「教養を高め、△日の社
会の課題、生活の課題を理解する」など自己啓発の学習活動となってぃる。

これらのことから、大学の公開講座、講演会等に期待されることとして、個人の学習二ーズに

対応すること大事であるが、地域社会、地域住民全体が係わる課題に取り組むことを期待してぃ
るものと推察される。

おわりに、公開講座は、本来、大学の専門的、総合的な教育・研究機能や成果を社会一般に開放す
るために、その大学の教員が中心となり、主に地域住民を対象に広く生活上、職業上の知識、技術及
び一般教養等の学習機会を提供する教育的な事業であると言われてぃる。しかし、現状の大学公開講
座は、開講する側の大学教員が、自分の専門分野を軸に、講座内容やレベル、日程等を決め実施して
いる状況にある0 そのため、住民の学習二ーズや地域社会の二ーズに十分応えきれてぃないのではな
いか、また、今日的課題に積極的に応えていないのではないか危倶されるところである。

これからの大学公開講座のあり方を検討するにあたって、地域とともにある大学を標袴する本学は、
地域社会とのより密接な関係を構築し、一方的ではなく協働的視点に立った連携事業の推進を図る必
要がある0 さらに、大学公開講座等の教育サービスが大学所在地周辺の住民の方々が中心となってぃ

るため、社会貢献の観点からもっと幅広い地域、県内全域の県民の方々の利用に供する方策にっいて
検討する必要となってきてぃる。
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島根大学公開講座の遠隔地開催に関する市町村の意向調査

ご協力のお願い

生涯学習振興・社会教育担当者

皆様には、ご健勝のこととお慶び申し上げます。

さて、近年、大学は、教育と研究、社会貢献が大きな社会的な使命として求めら

れております。そのため、島根大学でも、社会貢献活動の一環として、公開講座等

の一般市民向けの教育サービスを大学所在地周辺の県民の方々だけでなく、県内全

域の県民の方々の利用に供する方策にっいて検討を始めたところです。
その一環として、この度、本学と各市町村との学習事業の連携のあり方を検討す

るため、各市町村の生涯学習振興や社会教育担当課が所管する生涯学習関係事業の

実態や大学の教育サービスへの期待や要望などにっいてアンケート調査を実施する

こととなりました。

つきましては、年末年始のお忙しい折に大変恐縮ですが、本調査の主旨にご理解

を賜り、アンケートにご協力いただきますようぉ願い申し上げます。

なお、調査の回答は、前述の目的以外には使用しませんのでご承知おきください。

様

1.回答は、あてはまる番号を0で囲んで下さい。なお、設問によっては

回答が複数の番号となる場合もありますので、ご注意ください。

2.回答が「その他」の場合は、その番号を0で囲むとともに、()内

具体的にその内容をご記入ください。

3.回答にっいて確認する必要が生じることもありますので、回答記入者の

欄には、必ず御名前、連絡先をご記入ください。

平成24年12月

島根大学生涯学習教育研究センター長

多々納道子

ご記入の前にお読みくたさい

4.ご記入いただいたアンケート票は、 1月18日(金)までに、返信用

封筒にてご返送くださるようぉ願い申し上げます。
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調査について問合せ先

島根大学生涯学習教育研究センター調査担当仲野寛
〒690-8504 松江市西川津町1060住 所

話 0852-32-6408電
FAX:0852-32-6098

E メーノレ: erC11@edu. shimane-U. ac. jp



【ご記入者】

1.市町村名

2.所属・職名

3.名
^

月U

4.電話番号

5. FAX 番号

6.メ ル

※記入者の方には、回答内容についてお尋ねする場合もありますので、御承知おきください。

市町村の住民を対とした学習機会の提供につぃて

問1 貴部局が主催する学級や講座、講演会などで、単独で開催する生涯学習関連の

事業はあのますか。 (あてはまる番号に0をつけてください)

1.ある 2.ない一→問2にお進みください。

/
問1-1 それらの事業は年間いくつくらいあのますか。 年間( )本

※実施年度は平成23年度間でお答えください。

問2 貴部局が主催する学級や講座、講演会などで、他の機関、団体等と共催で行う
生涯学習関連の事業はありますか。

ある 2.ない・・→問2にお進みください。1

/
問2-1 それらの事業は年間いくつくらいあのますか。 年間( )本

問2-2 共催の相手にはどのような機関、団体があのますか。
(あてはまる番号のすべてに0をつけてください)

1.貴市町村長部局 2.貴市町村の教育委員会 3.貴市町村の社会教育施設
4.貴市町村の小中学校 5.近隣の高等学校 6.大学・短大・高専
フ.近隣の市町村(教育委員会を含む) 8.県行政・機関(教育委員会を含む)
9.社会教育関係団体 10. NP0等民間団体 Ⅱ.民間企業・商工会等組織
12.その他(

問3 貴部局では大学妖豆大・高専、私大を含む)との共催事業、あるいは何らかの協力
関係がありますか。あれば、それはどのような事業、協力関係ですか。
具体的な事例をご記入ください。なけれぱ、問4にお進みください。

(あてはぎる番号に0をつけてください)
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地域における大学の役割について

問4 貴市町村では、地域の生涯学習事業を推進するにあたの、大学と連携して実施する
ことを期待する事柄は次のどのようなことですか。(あてはまるものすぺてに0)

D 大学の教育・研究成果を広く公開する、住民向けの公開講座、講演会等の開催

2)中・高校生を対象にした講演会やセミナーの開催

3)住民の学習二ーズ、地域社会の課題に対応した多様な公開講座の地方開催

4)市町村の事業の講師や助言者としての協力

5)市町村の各種委員会の委員としての協力

6)生涯学習・社会教育、学校教育等の最新の情報・動向についての情報提供

フ)生涯学習の推進に係わる各種の相談に対応すること

8)資格や免許を認定する講習の開催

9)学生や留学生と地域社会、地域住民との交流活動、交流学習の推進

1の地域の生活・教育・防災・環境など共通課題に学生・教職員と協働して取り組む

Ⅱ)地域の生涯学習事業のためのプログラムを大学と共同で開発し、実施する

12)地域の生涯学習振興計画の策定のための意識調査や実態調査に係わる協力

13)その他(

生涯学習事業に係わる市町村と大学の連のあり方に

問5 貴市町村では、大学と連携して生涯学習事業を実施する場合、どのような
ことが可能だと思いますか。(あてはまるものすぺてに0)

D 貴市町村の施設を会場に、大学の公開講座や講演会を行うこと

2)大学の公開講座や講演会のお知らせを貴市町村の広報紙、放送等で広報する

3)貴市町村の生涯学習講座や講演会の講師に、大学の教職員を依頼すること

4)貴市町村の生涯学習関係職員、施設職員の研修の講師に大学の教職員を依頼する

5)大学が実施する生涯学習に関する研修に貴市町村の職員を派遣すること

6)貴市町村と大学が共催で生涯学習関連事業を実施すること

フ)貴市町村の生涯学習や教育に関する調査を大学と協力して行うこと

8)その他(

問6 貴市町村が、大学と連携して生涯学習事業を実施する場合、場合、必要な
条件・重要な点はどのようなことだと思いますか。

D 教職員の専門分野に関する情報

2)教職員の講師や助言者としての経験に関する情報

3)講師謝金や旅費に関する情報

4)問い合わせ・打合せの窓口に関する情報

5)大学と地域とが情報交換をする場や機会

6)生涯学習事業の実施にあたり、大学と各市町村の役割の明確化

フ)その他(
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問7 今後、貴市町村で大学の公開講座、講演会等の生涯学習事業が展開されると
したら、地域社会、地域住民のためにどのようなことが期待されますか。

(あてはまるもの全てに0)

1.住民の学習二ーズ応え、住民の自己啓発や自己実現を図れる。
2.住民の健康管理、体力づくり、スポーツ活動に活かせる。

3.地域社会における住民の学習活動の広がりに活かせること。

4.自治会・ PTA ・地域の各種団体など、身近な地域活動に活かせる。
5.ボランティア活動などの社会貢献活動に活かせる。

6.いろいろな人と交流するなど、地域のネットワークづくりに活かせる。

フ.専門的な知識や技術を習得し、仕事に活かせる。

8.青少年の知識や見識を深め、自分の将来や地域社会に関心を持っようなる。
9.特にない

10.その他(

問8 今後、貴市町村で大学の公開講座、講演会等の生涯学習事業が開催されると
したら、どのような内容を期待(関1山)しますか?(期待するもの全てに0

1.趣味を深める(音楽・美術・書道・陶芸・舞踊など)

2.教養を高める(宗教・思想・文学・歴史・語学・考古学など)

3.社会・時事問題を理解する(社会経済・国際関係・環境問題・エネルギーなど

4.健康管理の最新知識を学ぶ(健康法・医学・最新の治療法・栄養など)

5.生活の課題を理解する(消費者問題・年金・介護・保険・料理など)

6.教育問題を理解する(心理、食育、人権、青少年教育、虐待・家庭内暴力など

フ.1 T社会・技術に関する学習(パソコン・インターネット・1CT など)

8.スポーツ・レクリエーション活動(最新の指導法、競技技術など)

9.社会的活動(地域づくり・ボランティア活動・福祉活動など)

10.職業上の知識・技能(最新の研究動向、高度な技術、科学情報など)

Ⅱ.農業・園芸等に関する知識・技術(食品安全、農薬、実践的な農業技術等)
12.その他・具体的に(

問9 島根大学の公開講座等の社会貢献について、要望や感想等がありましたら
ご記入ください。

これで質問は終わりです。ご協力ありがとぅございました。

'＼
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